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?以上本号?
　
国民公会は、
一七九三年三月以後、
教会や私的な施しを中心としたアンシャン?レジームの扶助制度に代わって、
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国家の責任の下に、働くことができない者に対して仕事を提供し、あるいは直接的な援助を行う公的な扶助制度を整備してきた。一七九三年三月の基本法に続いて、一七九三年六月の老人と子供についてのデクレ、一〇月の物乞い根絶に関するデクレ、共和歴二年花月?一七九四年五月?の農村居住者に関するデクレを定めた国民公会は、共和歴二年収穫月?一七九四年七月?には、施療院の財産を国有化するデクレを定め、扶助制度 完全に の管理の下に置こうとした。しかし、この時点ではまだ新しい扶助制度は完成していなかった。 くなくとも花月二月 報告では都市居住者に関して花月デクレと同じようなデクレを定めることになっているし、また統一的な扶助に関する法典も準備されていた。　
収
穫
月
の
デ
ク
レ
に
あ
る
よ
う
な
施
療
院
財
産
の
収
用
は、本
来
は
新
し
い
扶
助
制
度
が
完
成
し
て
か
ら
行
わ
れ
る
べ
き
こ
と
で
あったが、おそらくは財政的な考慮が優先され 新しい扶助制度の完成前に施療院財産の国有化に踏み切られた。新扶助制度の完成後は、施療院の役割は例外的で限定されたものになるはずであったが、こ 時点ではまだ施療院は一定の役割を果たしていたと考えられる でに一七九一年に教会財産は原則国有化されており、施療院財産もこの流れに沿ったも であるとは言えるが、扶助制度の完成前に施療院財産を収用したこと 、国家は 新 い扶助制度を動かしてゆくという、それだけでも容易でない課題に加えて、こ でさまざまな困難を抱え がら実質的には扶助制度の重要な部分を担っていた施療院の管理と う課題を抱える とに った。　
新しく作られた扶助制度や施療院が実際にどのような役割を果たすことができたかという点については、研究の
現状では必ずしも明確ではないが、それでも扶助制度の機能不全や施療院 抱えた問題についてさまざまな機会に論じられており、これが十分 機能し もの な こ はある程度推定 きる。収穫 のデクレの後、一六日後にはテルミドールのクーデタ 起こり政治状況 劇的に変化する。このなかで、革命のはじめから議論 れ 七九三年から一九七四年にかけて立法化された扶助制度は の性格を大きく変化させてゆくこ になる。
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第九章
　
テルミドリアンの扶助政策
　
テルミドールのクーデタ直後の扶助の状況について、熱月末から実月にかけて公的扶助委員会の三つの報告が残
されてい
る??
?。
この報告では、
花月二二日デクレについては、
?花月二二日の物乞い根絶に関する法律は各県において
喜んで受け入れられた。通信には国民公会に対する感謝と深い共感の印が示されている?と、おおむね好意的な評価が示されている。
この熱月下旬の報告によれば、
?すべての県で法の執行に取り組んでいる。
五四県ではすでに人
口調査 行わ 、一七〇のディストリクトは健康管理官を任命し、またその仕事を仕上げ 福祉台帳を委員会に提出してい
る??
??とされ、その他の報告でも同じように比較的順調に法が執行されているとの評価を示している。これ
にたい 、
収穫月二三日デクレについては、
?施療院の積極財産消極財産を国家の手に収める収穫月二三日デクレ
以来、慈善施設は貧者の行く末に懸念を持っているように思われる。この危惧には二つ 原因がある。一つは管理者がその権限を失っていることであり、第二は冬の到来を前 して基金に対して現実的な必要性 生じてきていることへの危惧であ
る??
??と、委員会としても懸念を持っていることが表されている。
　
共和歴三年のはじめ頃に書かれたと推定されるモンリノの報告草稿で
は??
?、一七九三年六月二八日法と共和歴二年
収穫月法の執行 困難さが論じられる。この報告によれば、一七九三年六月法はさまざまな公的扶助に道を開いたが、こうした扶助を行うための詳細 統一的に定められていないと う問題があった。とりわけ、母以外の者が婚外子の養育を行っている場合 こ 者にかかった費用をどの うに計算す か、母が負担し、あるいは施療院が負担した費用をどのように特定するかと う問題 指摘 る。さ に、収穫月二三日法に関して 法以後、あらゆる施設が国庫によって運営され こ になり、その要請はきわめて切実なものである もかかわらず、委員会
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はたえず変化するその要請に対してきちんと目を向けてこず、二五〇〇以上の施設にたいしてどのような援助を行うべきかについてきわめて不十分な認識しか持っていないという現状認識が示される。　
また、共和歴三年風月頃のモンリノの報告
は??
?、委員会が収穫月二三日法以後の施療院援助のあり方を統一しよう
とする努力をしていたことを示し いる。収穫月二三日法以後、施療院などの財産 国有化され、それに代わって国が費用を負担することになった。共和歴三年葡萄 ころから委員会に対する通信が非常に多くなったが、大半が施療院などの事業の遂行に必要 ものを訴えるだけで、必要性を示す十分な資料がつけられていない。そこで 委員会は、報告書 形式を統一し、各施設ならびに全体と とされているものをより容易に把握できるようにしようとするのであ
る??
?。委員会は、統一された形式の報告に基づいて各施療院の事業に必要な費用を判断し、資金
を分配しようとするが、ことは委員会の思惑通り順調に進むわけではない。委員会は、県に向けて通達を出し、療院の会計について報告させようと が、この報告が順調には返ってこ これに 各施療院の抱える個別的な事情も関連しているが、一般的に施療院の管理が地方 下で行われており、会計状況について明らかにしないまま、曖昧な形で資金を要求しよう 傾向があることが指摘されて
る??
?。
　
以上のように、テルミドールのクーデタの直後から、公的扶助委員会でも、ここまで制定されてきた公的扶助に
関する法に関する問題点が意識されている。一七九三年六月法については、扶助を実際に行うための具体的 手続きが十分に定められていないとい 問題があ また、収穫月二三日法の執行 関しては、国有化されるべき院等の財産がどのような状況にあるのか いうこ も十分に把握でき 、ま これを国有化し のち、施療院等が必要とする資金をいかにして把握し、ど に必要な資金を分配す か う具体的なやり方がきわめて曖昧なままであるといった問題点が指摘され、それ 対する若干の対策も られ る。こうした委員会の認識を下にして、クーデタからおよそ一年後 新しい憲法について審議が進められている中で 共和歴三年熱月一〇日?一七九
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五年七月二八日?に、テルミドールのクーデタの後パリに戻った、ジロンド派議員デルクロワによって施療院の窮状について報告が行われる。　
デルクロワはこの後公的扶助に関する議論の一つの中心となってゆく人物だが、そのきっかけとなったこの報告
の内実はモンリノによって書か ている。ここでは、収穫月二三日法以後の施療院の窮状を示し、収穫月二三日法がきわめて拙劣な法であることが示され、法の廃止が求められている。デルクロワは、収穫月二三日法は慈善施設に決定的な衝撃を与え、思いがけない管理体制の変化によって、食料など生活必需品の調達から秩序の維持、将来予測まで大 く狂わせてしまったと言う。収穫月二三日法は、われわ が困窮した人々を助けなくてはならないのだという普遍的道徳の基盤も破壊してしまい、政府のみによって百万人以上 人の必要を満 すべきだとして、支出すべき大きな費用に押しつぶされて ま ると論じ、さらに、公的扶助委員会が、各施療院の必要性を把握し、物資を配分する的確な手段を持って ない 、また全般に収穫月二三日法に対す 懸念、苛立ち、失望が広がっていることなどを次々と指摘 、さまざま 観点からこの法が拙劣なものであることを強調する。そして デルクロワは 施療院 の窮乏状態を強調し、収穫 三 法を廃止す か少なくともその執行を一時停止すべきあると論じるのであ
る??
?。デルクロワの報告は国民公会でも受け入れられ、公的扶助委員会と財政委員会で検討され
ることになり、そ 結果、共和歴三年実月九日?一七九五年八月二六日?に、次 う 決定で 収穫月二三日法の執行を停止することが決められる。
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この後、共和歴四年葡萄月一二日に同じデルクロワが公的扶助制度の全体組織についての報告を行い、改めて公
的扶助制度の全体構想を示す。ここでは、私人による扶助や施療院の役割を一定認めるなど、国民公会が進めてきた公 構想とは若干異なった構想が示されている。冒頭で、デルクロワは次のように述べ、国家に一元化された扶助制度の構想を厳しく批判する。
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革命が始まって以来、公的扶助制度に関する構想は、ロシュフーコー?リアンクールを中心とした、立憲議会の
救貧委員会の報告が基礎とされてきた。立法議会の公的扶助委員会が、基本的に救貧委員会の議論を踏襲しているのみならず、
国民公会の下で定められてきた公的扶助制度も、
政治的な性格がきわめて強く表れている面を除けば、
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実質的には救貧委員会以来の構想を引き継ぎ、それを実現するものである。国民公会下での議論も、公的扶助制度の革命的な性格を強調しはするが、救貧委員会以来の議論を否定することもなく、制度の基本的な構想については救貧委員会以来の議論に基づいているのである。しかし、ここでのデルクロワは、革命が始まって以来初めて、立憲議会以来の扶助制度の構想が誤っ たものだとのべ、立憲 会以来の議論とは断絶した形で公的扶助制度について議論しようとしている。しかし、デルクロワも、花月二二日法を残すべきもの して認めていることにも現れているように、その構想はまだ立憲議会以来の構想と完全に切れているわけではない。示される構想は、収穫月二三日法が象徴しているような国家的に一元化された扶助制度ではなく 政府 中心にしながら 一定程度、個人や施療院の役割を認めるも である点は立憲議会以来の構想を修正するものであ が、とりあえずは在宅福祉を中心とした構想である点では、立憲議 構想の枠の中にあ 。以下、立憲議会以来の構想と連続する点と断絶する点 に注目しながら、デルクロワ 議論を整理 ておきたい。　
デルクロワは、
?平等化、
一般化に執着することで、
もっとも賢明な人々も完全に惑わされている?
と言う。
地方
の特殊性などを考慮せずに、形式的な数字で扶助の問題を割り切ってしまおうとする数学的な方法が誤り 元である。
デルクロワは、
多様な要求にこたえるためには、
?貧しい者不幸な者の要求は静かな書斎で冷静に計算できるも
のではない。貧者の要求が聞こえるとき、前進すべきは政府 みではなく、 べて 思いあ 人が手をさしのべなければなら ?として、政府のみが貧者の援助に義務を負っているという考え方を否定する。さらに 貧者 生まれる原因を作っているのは裕福な者だとも言う。
?全体としての福祉に個別の福祉を結びつけよう、
貧者が不平を
訴え、
政府がなすべき事をなさねばならないとき、
誤っているのは金持ちである。
?
金持ちは、
貧しい者を、
安い給
料でさんざん使ったあげく彼らを裸で投げ出したりしているのだ。だから、貧者 援助という は一人政府だけの義務ではない。
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?
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政府だけで貧者の援助に必要なことをすべてできるわけではない。共和国が、貧者の援助に必要な膨大な出費を
すべてまかなえるわけではないのである。貧者が持っている権利は全体の同情に対する権利であり、政府が行うべきことはそのモデルを示すこと、あるいは貧しい を援助する主たる原動力となることであって、 らゆる援助をすべて政府が行うことは求められていない。　
デルクロワの議論では、国家が貧者に対する援助を行わねばならないという革命始まって以来の原則が、大きく
修正されている。たしかに、革命以後も、立法議会における公的扶助委員会は、私的な施しの可能性は否定していなかった。が、基本的には、貧者の権利は憲法上の権利であるとして、貧者の援助は国家的課題として全国で統一的に行うことが原則だと論じられた。私的な施し たとえこれを認めるとし も、一方に資金不足で十分な援助ができないことが生じたり、逆 過剰な施しで怠惰を招くような事態になったりするために、公的な枠組みの中位置づけられるべきものと考えられてきた。　
それに対して、ここでは、
?生存の権利?
?生存の糧への権利?や?社会の負債?といった言葉はもはや使われる
ことなく、代わって、貧者は?全体の同情への権利?しか持たないと言われ、貧者に対する社会全体の同情心が強調される。革命が始まって以来の扶助をめぐる議論で強調されてきた国家 責任 政府の役割 ある は貧者の権利というものが、政府は扶助の?モデル? 示し?原動力?とな べ だ いう言 方で、曖昧にされ しまって
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いる。
そして、
?アンシャン?レジームには一八〇〇以上の施療院と七〇〇以上の慈善施設があったが、
政府によっ
て設立されたのは三つとしてない。すべての施設は、その収入を個人の慈善によっていたのである?と述べる。アンシャン?レジームには、政府が関わっていた は捨て子の養育のみであり、そのほかの救貧事業は基本的に民間の寄付を基礎としており、個人による慈善活動を活性化する必要を説
く
?12
?
。
　
デルクロワは、アンシャン?レジームの救貧制度の有り様を一定程度評価し、扶助の組織については、地方毎の
特色があり、一般的には考えられないと論じ 。そして、救貧のために用いられるべき資金としては、国庫はその役割を限定されるべきで、国庫以外にいまだに売却されていない財産からの利益や、 拠出する資金も一定の役割を果たすべきだとされる。救貧事業 この三種の資金によっ 、それぞれ コミューンを中心に、その地方の行政が細かな点は考えなくてはならないとされ
る
?13
?
。革命が始まって以来、救貧事業においても平等という観点が強
調され、全国で同じような扶助 受け れることが必要であ ことが強調されてきた。個人の寄付を中心とした扶助では、救貧の対象者が少ない豊かな地方では、よ 豊かな資金 提供され 貧しい地方では十分な資金が集まらないということになり、こうした不公平 解消するため 資金を国庫に集中して全国統一の基準で 配することが目指された。それ たいして、ここでは国庫金だけでは事業に必要な資金を提供できないことや、地方毎の特殊性を理由として、国庫金 各施設の持つ財産や個人の寄付なども加えて、地方毎 具体的 事業を行うことが原則とされ、救貧事業の中心は ら地方へと移行し いる。　
以上のようにデルクロワは、アンシャン?レジーム的な扶助のあり方を一定程度評価し、政府 役割を限定しよ
うとするが、
扶助制度の基本を施療院中心に引き戻そうというわけではない。
デルクロワは、
?貧困という問題に取
り組めば取り組むほど、施療院が欠陥のある施設であると感じて た? 述べる。可能であるならこの種の施設無くすに如くはない。だ 独身者や親族や友人のいない者、仕事 ら退 た病人など施療院の うな施設が必要
フランス革命期の公的扶助制度の形成（三）51
五一
な者もいるので、親族や友人のいない者のために不可欠だが限定された役割を持つものとして施療院を残す必要はある。
しかし、
こうした施療院の数を減らし、
在宅扶助を増やしてゆくというのが、
デルクロワの基本構想である。
このために基本とされるのは、すでに定められている花月二二日法である。デルクロワは、花月二二日法は、おおむね好感を持って受け入 られており、花月二二日法の一年以上の経験を下に、花月二二日法は維持して、これを今回あらたに提案する新法と組み合わせて運用してゆくことを考え
る
?14
?
。
　
デルクロワの提案する新法は、基本的には比較的人口の多いコミューンに関するもので、花月二二日法制定後、
予告だけされていながら結局定められなかった都市における扶助制度 定めようとしているとも見ることができよう。ここで、デルクロワは国庫からの支出をコミューンの規模に応じて一定 定め、これに加えて、施療院などの施設の財産からの収入や個人の寄付を扶助の財源として考える。国庫から 支出 ついては、人口三〇〇〇人から一〇〇〇〇人のコミューンについては、一四五〇〇リーブル、一〇〇〇〇人から二〇〇〇〇人のコミューンに 九〇〇〇リーブル、二〇〇〇〇人以上 コミューンについては八七〇〇 リーブル、四〇 人以上のコミューンには二九 リーブル、パリについては五一四〇〇 の支出が予定されてい
る
?15
?
。こうした計算の基
礎としては、一応病人については六 〇リーブル、老人と女性については三 〇 子供 ついては二五〇リーブルという一年あたりの扶助額が示されて るが 実際にこ 額をどう使うかは各地方にゆだねられておりまたそれぞれの地方は施療院 、
個人からの寄付をこれに上乗せして扶助に当てることができる。
国庫からの際限ない支出の増加を抑え、地方に一定のイニシアティブを与え ことで 扶助制度を運用していこうとするのである。このようなやり方 とると、どうしても地方毎の不平等は生じ 。これま の革命期の扶助制度は財源を に集中し、全国に平等な扶助を展開することを大きな目的としていたが、 の全国 平等に を展開するということ ついては、
?財産の平等と同じくらい現実性のないことである?と一蹴され
る
?16
?
。
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革命期の扶助制度は、扶助を憲法上の権利として、国家による扶助を全国一律?平等に展開することを目指して
いた。
これに対してここでのデルクロワの提案は、
扶助は政府のみの責任ではないとして、
国家は
?福祉のモデル?
を提供するが、施療院や個人にも一定の役割を認めたうえで、具体的な運用については地方に大きなイニシアティブを与える構想である。こうした構想は、確かにここまでの、扶助は国家の責任であると考えてきた革命期の扶助制度についての考え方の大きな転換ではあるが、コミューンに一定の役割を求めている点や、施療院ではなく在宅扶助を基本とし いる点など、単純にアンシャン?レジームの制度に逆戻りしているわけ はない。在宅扶助を中心とする点では、花月二二日法は生かされており、この点は革命期の構想を引き継ぐものでもあ
る
?17
?
。
　
国民公会は、デルクロワの演説の二〇日後、その解散の二日前に、収穫月二三日法の執行を停止することを改め
て確認する。これについての報告はザンギアンコミによって行われる。ザンギアンコミ 、収穫月二三日法が奪った財産の受益権を施療院 返すと う提案がしばしば行われ賛同を得てきたとして、これがすでに規定の路線であるとして報告を始め
る
?18
?
。そして、施療院の財産を教会財産の国有化の例外として扱ってきたことについて、次のよ
うに論じる。
立
憲
議
会
も
立
法
議
会
も
有
用
な
草
案
を
提
出
し
て
き
た。し
か
し、両
議
会
は
扶
助
の
分
配
や
管
理
に
つ
い
て
い
か
な
る
法
律
も
制
定
し
な
か
っ
た。両
議
会
は、革
命
の
混
乱
の
中
で
こ
の
重
要
な
法
を
賢
明
に
定
め
る
こ
と
が
で
き
ず、貧
者
の
利
益
は
よ
り
平
穏
で
繁
栄
し
た
時
期
に
法
の
制
定
を
延
期
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
こ
と
に
気
づ
い
て
い
た。施
療
院
は
そ
の
管
理
体
制
を
維
持
し、所
有
す
る
財
産
の
使
用
権
を
暫
定
的
に
保
持
し
て
い
た。そ
し
て、こ
れ
こ
そ
貧
者
に
と
っ
て
も、異
論
の
余
地
の
な
く
正
し
く、利
益
と
な
る
や
り
方
で
あ
っ
た。し
ば
ら
く
の
間、国
民
公
会
も
こ
の
シ
ス
テ
ム
に
従
っ
て
お
り、そ
こ
で
は
何
の
抗
議
も
苦
情
も
な
か
っ
た。し
か
し
破
壊
的
精
神
が、こ
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れ
を
転
倒
さ
せ、厄
介
な
結
果
し
か
も
た
ら
さ
な
い
秩
序
に
と
っ
て
代
え
て
し
ま
っ
た。国
民
公
会
の
定
め
た
収
穫
月
二
三
日
法
は、施
療
院からその財産を奪い、施療院にかかる費用を国家の負担としたのであ
る
?19
?
。
　
ここでザンギアンコミは、収穫月二三日法を立憲議会以来の扶助制度の議論のなかでは異質のものとしてとらえ
ている。ザンギアンコミが位置づけるように、一方で?何の抗議も苦情もない?システムがあり、それを破壊するシステムとして収穫月二三日法を位置づけるのは誇張があるとしても、前章までで見たように、花月二二日法までは立憲議会以来の議論の延長線上でとらえられ ものであるが、収穫月二三日法は、それまでの扶助制度構築の流れを断ち切って、財政的な考慮が勝った形で、本来は扶助制度 完成してから国有化される施療院財産を、扶助制度の完成前に国有化しようとしたものであった。この点で、収穫月二三日法は、立憲議会以来の議論の流れから見れば、扶助制度完成前に 唐突に施療院財産を国有化す こと なってしまったという異質な面を持っている。　
こうした唐突さが、デルクロワが強調したような法の拙劣さを招いていると言えるし、この点はザンギアンコミ
の報告でも強調される。
こ
の
法
律
は、何
か
し
ら
特
別
で
有
用
で
さ
え
あ
る
も
の
を
持
っ
て
い
た
か
も
し
れ
な
い
が、そ
の
条
件
と
し
て
は、法
が
制
定
さ
れ
た
時
点
で、扶
助
の
管
理
に
関
係
す
る
こ
と
を
す
べ
て
う
ま
く
調
整
し、施
療
院
の
数
を
定
め、費
用
を
は
か
り
会
計
の
方
式
を
定
め、要
す
る
に
法
律
が
完
全
で
あ
る
こ
と
が
必
要
で
あ
っ
た。し
か
し、何
も
考
え
ら
れ
て
は
お
ら
ず、不
確
実
で
無
秩
序
な
こ
と
し
か
無
か
っ
た
の
で
あ
る
?20
?
。
　
その結果、施設は諸々の費用を過大に見積もって、行政は必要に たえることも施療院の活動 確実に補償する
岡　法（62―１) 54
五四
こともできなかった。さらに、法の欠陥に加えて、状況が問題をさらに悪化させた。
消
費
す
べ
き
も
の
の
価
格
は
異
常
に
上
が
り、各
施
療
院
の
要
求
は
法
外
な
も
の
と
な
っ
た。国
庫
か
ら
の
支
出
は
急
激
に
拡
大
し
た。結
果、ど
れ
ほ
ど
多
く
の
支
出
を
し
て
も、あ
ら
ゆ
る
要
求
に
正
し
く
答
え、あ
ら
ゆ
る
必
要
を
満
た
す
こ
と
は
き
わ
め
て
困
難
で
あ
る
と
い
うところまで来てしまってい
る
?21
?
。
　
法の欠陥と経済的状況が相まって、施療院をめぐる状況はきわめて困難なものになっているのである。この状況
を打開する方法は、かつての財産からの収益を施療院に返すことである。
諸
君
ら
の
委
員
会
が
見
い
だ
せ
た
実
効
的
な
方
法
は
一
つ
し
か
な
い。そ
れ
は
施
療
院
や、そ
れ
と
同
じ
窮
状
に
陥
っ
て
い
る
す
べ
て
の
施
設
に、か
つ
て
占
有
し
て
い
た
財
産
の、所
有
権
で
は
な
く、収
益
を
返
す
こ
と
で
あ
る。こ
の
方
策
が、有
益
な
結
果
を
も
た
ら
す
こ
と
は
明
ら
か
で
あ
る。と
い
う
の
は、ほ
と
ん
ど
す
べ
て
が
現
物
で
徴
収
さ
れ
て
い
る
こ
の
財
産
の
収
益
を
返
す
こ
と
で、各
施
設
は、そ
の
消
費
に
必
要
な
も
の
を
調
達
す
る
こ
と
が
で
き、ま
た、う
ま
く
交
換
を
し
て、こ
れ
ま
で
過
剰
な
費
用
を
か
け
て
少
し
し
か
調
達
で
き
な
か
っ
た
も
の
を、少
な
い
費
用
で
満
足
で
き
る
程
度
に
獲
得
で
き
る。そ
し
て、こ
の
や
り
方
を
す
れ
ば、国
庫
に
か
か
る
過
大
な
費
用
を
節
約
し、貧
者
に
対
し
て、彼
ら
が
国
家
の
福
祉
に
対
し
て
権
利
と
し
て
期
待
で
き
る
も
の
を、い
つ
で
も、と
り
わ
け
苦
境
の
時
に
提
供
できるのは明らかである。
　
ザンギアンコミの提案は、とりあえず施療院の財産からの収益を施療院が自由に使えるようにすることで、国庫
の負担を減らし、国の負担でさらに福祉的施策を充実させることができるというようにするということである。
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もっとも報告者も、このシステムには欠点があることも論じている。一つは、施療院を中心とした扶助システム
を残存させることで、扶助の不平等が生じるという問題である。しかしこの点については、現在のシステムが不完全で暫定的なものであるということを認めて、この批判をかわ
す
?22
?
。もう一つの批判は、国家の財産は財政問題と密
接に関わっており、財産の国有化?売却の施策を先延ばしすることは公的利益に反するのではないかという批判である。これに対しては 所有権を施療院に渡すのではなく、あくまで収益を戻すのであり、いわば国有財産の売却を先延ばし して、共和国の倉庫にある食料を施療院の倉庫に移すということであり、公的な負債や将来の 政計画にマイナスの影響 与えることはないし、むしろ、貧者 救済 より有効かつ神聖な目 に使われると 反論が示され
る
?23
?
。
　
ザンギアンコミの報告は、立憲議会以来の扶助政策を完全に否定するのではなく、国家による扶助という基本線
はとりあえず維持しながら、収穫月二三日法で定められた施療院財産の国有化?売却 いったん停止し、施療院よる扶助を維持してゆくというもの ある。共和歴四年霧月二日デクレ 第一条、第二条は次のように定める。
第一条
　
扶助に関する最終的な組織が定められるのを待って、
共和歴二年収穫月二三日法の執行は、
施療院、
扶助の家、
ホスピス、貧民事務所その他いかなる名称であれ、福祉施設の収益の管理?徴収にかんしては一時停止される。第二条
　
個々の管理者は、過去と同様、自らに割り当てられた収入を暫定的に使用することができ
る
?24
?
。
　
ここでは、施療院財産の国有化?売却を、扶助制度が最終的に完成されるまで停止すること、それまでは各施設
がそれぞれの財産からの収益を自ら管理できることが定め れている。これは、一七九三年三月一九日 公的扶助の全般的基礎に関するデクレで、施療院などの財産の売却は、公的扶助に関する制度が最終的に完成されるまで行
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われないことが定められていることと比較して、
考え方が大きく変わっているわけではない。
すでにデルクロワが、
国庫のみに頼る扶助ではなく、国庫に加えて施療院の収入や個人の寄付を下にして、地方が中心となって具体的な扶助を展開して く構想を示しているが、霧月二日のデクレは、こうした扶助制度全般について新しい考え方を示しているのではなく、
むしろ収穫月二三日法が、
革命期の扶助制度の基本を定めた一七九三年三月法に反する形で、
施療院財産の国有化?売却を前倒ししようとしたことを、元 路線に戻そうと ているのである。　
テルミドールのクーデタ以後、公的扶助制度についての考え方も大きな変化を見せる。とりわけ恐怖政治の時期
には、アンシャン?レジームの扶助制度のあり方と対比させながら、革命以後、国家が全面的に責任を負うという考え方が強調されてきた。これに対して、テルミドール以後は、デルクロワ 演説にも表れているように、国家
だ
0
け
0
が責任を負うという考え方が批判され、施療院の財産を国有化しようとする共和歴二年収穫月二三日法の執行を
停止し、施療院財産からの収入や個人 施しも取り入れた扶助制度を構想し ゆく。　
立憲議会以来、あるいはアンシャン?レジーム末期のチュルゴらの考え方では、国家が責任を負うという考え方
によって、国家によって扶助を一元的に管理し、全国平等に過不足のな 扶助を行うことで 必要な扶助を提供しながら、過剰な扶助を廃し 怠惰 招かないようにするということが目指されていた。これは、個人の施しも含めて国家 一元的に管理することで 過不足の 扶助を行わなければかえっ 怠惰を招き、貧困を増大させるという議論であり、必ずしも個人の施 を認めず、国家だけが責任を負う いう議論ではない。　
デルクロワやザンギアンコミの批判は、収穫月二三日法に集中しており、花月二二日法には依然として一定の評
価がされている。しかし、デルクロワは、扶助に必要な 源を だけが提供すること 不可能で馬鹿げているという批判を強調し、それによって全国で平等な扶助を行うことや、過不足無く 行うことで習俗を改善し貧困の増大を防ぐといった革命の扶助制度の基本構想をも消し去って まった。たしかに 収穫月二三日法は、革命期の
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扶助制度の中では、
本来扶助制度が完成してから国有化されるべき施療院の財産の国有化を前倒しするものであり、
扶助制度完成前に施療院財産の国有化を強行するものであった。収穫月二三日法は、革命期の扶助制度の構想の中では、本来はまだ制定されてはならなかった法律であったが、本来はあってはならなかった法の制定と、これに対する批判が、革命期の扶助制度の全体構想を崩してしまったと言えるのではなかろうか。
第一〇章
　
総裁政府の扶助制度
　
共和歴四年霧月四日?一七九五年一〇月二六日?にはじまる総裁政府の時代は、国民公会が作ろうとした扶助制
度を再構成し直す時期である。総裁政府 統治が始まっておよそ一年後、共和歴五年のはじめ?西暦で言えば一七九六年の末?に相次いで三つの法律が定められる。つまり、共和歴五年葡萄月一六日?一七九六年一〇 七日?の施療院等の財産保全に関 る法
律
?25
?
、共和歴五年霜月七日?一七九六年一一月二七日?の救貧税に関する法
律
?26
?
、そし
て、
同じく霜月二七日
?一七九六年一二月一七日?
の捨て子に関する法
律
?27
?
、
この三つの立法によって、
総裁政府は、
国民公会が作り上げた扶助制度を解体し、再構築してゆく。三つの新法によって、収穫月二三日法のみならず、国民公会時代に定められた扶助に関する法は次々と廃止されている。そし 、立憲議会以来、教会財産が国有化されるかたわらで、例外的なも として位置づけられてきた施療院に一定の積極的な役割を認め、またここまで福祉について中心的な役割を演ずることが強調されてきた国家の役割を限定し、福祉事務所を中心として地方自治体 具体的な運用を行っていくというという、基本的には国民公会 最後にデルクロワ 示した構想 さらにすすめ 形で扶助制度が立法化されるの この時期である。この総裁政府 時期に作り上げられた扶助制度は、ナポレオンの時代を超えて、一世紀以上フランスの扶助制度の となっていく。以下 この時期に作られた の骨格だけを
岡　法（62―１) 58
五八
見ておきた
い
?28
?
。
　
葡萄月一六日法は、その第一条で市町村レベルの責任を明確にする。
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革命前は、というより国民公会で各施療院の財産が国有化されるにいたるまでは、施療院等の施設は各施設が、
それぞれ独自の財源を持って独立し 活動していたが、
これ以降は、
一つの市町村内に施療院などの施設が複数あっ
ても、一つの委員会の管理下で一つの施設として活動することにな
る
?29
?
。このために、各委員会は一人の会計係を任
命し、この会計係は、三个月に一度、委員会に会計報告を行う。会計報告を受けた委員会は、十日以内に報告に委員会の意見をつけて県へ送り、
県が最終的にこれを承認する
?第三条?
。
この委員会は、
施療院の経営管理と財産の
管理が目的である。これまで 修道会などの資格で各施設の運営に当たっていたスタッフは、今後 個人の資格で、施療院内 一担当係として、委員会に従 働くことになる。委員会は、一定の自立的な権限を持って実質的な施療院の管理運営に当たる とになる。しかしながら、一方で委員会は市町村の直接的管理の下にも置かれ おり、完全な独立性を持っ いるわけで い 現在の体制を変え、新 い規則を定め 般利害に関わるようなことは上級監督者である市町村の同意が必要であ
る
?30
?
。また、施療院の活動のために、各施設はその施設の財産の使用
収益権を持つ
?第五条?
。
共和歴二年収穫月二三日法は施療院財産の売却を定めたが、
この収穫月二三日法は、
本法
によって最終的に廃止され、収穫月二三日法によって売却された財産につい は国によって、同じ収益を上げる財
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五九
産によって補われる?第六条?
。
　
これ以降施療院は、市町村レベルの行政の直接的な監督下に置かれる。革命が始まって以来追求されてきた国家
による扶助という基本原則はここで放棄されるが、これは単純にアンシャン?レジームの状況に戻るということではない。これまでそれぞれの施設が独立して運営されてきた施療院が、ここで市町村の管理下に置かれ ようになり、施療院による扶助は、そ ぞれの施療院の独立した活動ではなくなり 市町村による扶助となるのであ 。アンベール 、施療院についてはこ こそが?真の革命?であるという
が
?31
?
、この点は、葡萄月一六日法が導入した大
きな変化である。一七八九年一一月に教会財産が国有化されて以後も、救貧事業に当たる施療院は、共和歴二年収穫月二三日法までは 財産国有化の例外となり独立して活動に当たってきた。その後、収穫月二三日法の執行が停止され、この葡萄月一六日法で最終的に廃止されるが、 の間も施療院はそれぞれ一定の独立性を持って活動してきたのだが によって、施療院は市町村の管理下 完全に組み込まれ、その直接的な監督下に扶助事業に当たる とになり、これま の独立性を失う とになる。 期に追求さ 国家による扶助は、総裁政府の時代にいたって、公的 権力ではあるが、国家ではなく による扶助を基本 するという形で現実のものとなっていく。　
市町村の下に置かれた施療院による扶助の体制が整えられる一方で 革命が始まって以来、高く評価されてきた
在宅扶助については、評価は低くなってゆく。とはいえ、施療院は、病人や老人、子供などの扶助が中心となり、在宅での の必要がなくなるわけではない。 た、革命が始 って以来、扶助 国家による扶助を基本とし、個人による施しは二次的なもの あ いはかえ 怠惰を招くものとし 禁止さ ることもあったが、総裁政府の下では、この個人 寄付 位置づけも高まってゆく。在宅扶助を管理す 事務所として、福祉事務所を設置 、その財源として救貧税と個人 寄付を復活させるのが、共和歴五年霜月七日?一七九六年一一月二七日?法である。
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六〇
　
この法によれば、この後六个月間、演劇その他、観客から料金を取って催される興業について、十分の一の付加
税を聴取し
?第一条?
、
それを施療院に収容されていない貧者の援助に当てるというものである
?第二条?
。
そして、
この資金の運用のために、各市町村に福祉事務所が設置される。この福祉事務所は選挙で選ばれた五人のメンバーで構成される?第三条?
。実際の資金の運用は、この委員会によって任命された会計係が行 ?第五条?
。また、福
祉事務所は、
前期付加税以外の寄付を受け取り、
会計係がこれを処理する
?第八条?
。
在宅扶助は、
可能な限り現物
給付によって行わ
?第一〇条?
。
そして、
この法によって、
一七九三年三月一九日法と共和歴二年花月二二日法
の扶助に関する部分は廃止される?第一二条?
。
　
この第一二条で、一七九三年三月一九日法と共和歴二年花 二二日法が廃止されたことで、立憲議会以来の革命
期の扶助制度は完全に方針転換されることとなった。国民公会の時期は、批判は収穫月二三日法に集中しており、花月二二日法などそれ以外の法については、批判よりもむしろこれを維持していこうとす 傾向が強かったが、この霜月七日法は、革命期の扶助制度 基本法たる一七九三年三月一九日法を廃止し、またその実際上 中心的な法となっていた花月二二日法を廃止することで、革命期の扶助制度を完全に廃止することになった。人権としての扶助を受ける権利はもはや認められず、
貧者を援助する中心は国家から市町村に移される。
在宅扶助のための資金は、
救貧税と個人の寄付によるも となり、国庫からの支出は予定されない が扶助の責任を負ってい という点では、依然として?公的?な扶助であるとは言えるが、その資金は救貧税と個人の寄付となり 私的な慈善活動を市町村が管理するといった扶助制度になり、革命期のように国家が責任を持って資金提供 行うものでは くなる。　
施療院と在宅扶助の位置づけは、共和歴五年葡萄月一六日?一七九六年一〇月七日?法と霜月七日?一一月二七
日?法によって大きく変化するが、捨て子をめぐる法制度は 国民公会の時期の法制度がほぼ維持される。捨て子
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についても、共和歴五年霜月二七日?一七九六年一二月一七日?に捨て子に関する法律が定められるが、これは全五条の簡単な ので、
捨て子は無料で共和国の施療院に受け入れられること
?第一条?
、
捨て子に必要な費用は国庫
によって提供されること?第二条?
、総裁政府は捨て子を育て教育する方法に詳細について定めること?第三条?
、
捨て子は成人するまで行政の長の後見に服すること?第四条?がさだめられ、最後に第五条で、捨て子をもっとも近くの施療院以外に捨てたものに対する刑罰規定が定められている。内容は、ほぼこれまでの法制度を踏襲するものであり、特に新しい点はない。強いていえば、第五条の刑罰規定があるが、実際には は夜に人目 忍んで捨てられるのが常であり、刑罰規定が実際に適用される可能性は低い。　
革命期に、国家が最終的な責任を持つものとして考えられた扶助制度は、総裁政府の下でその性格を大きく変化
させる。テルミドール以降の国民公会でも共和歴二年収穫月二三日法に対する批判はあったが、花月二二日法に対する評価は維持されており、施療院に一定の役割を認めるにせよ、在宅福祉を中心として考えるという点は だ引き継がれていた 総裁政府の下でも、在宅福祉 は一定程度認められ が、実質的には施療院の役割 徐々大きくなり、それに対して在宅福祉の役割は っそう低くなっ ゆく。霜月 法で在宅福祉の財源とされた救貧税は、共和歴五年熱月八日法で に加えて施療院の活動 財源とも 。そして、施療院 市町村 下で管理され 公的扶助制度運営の中心は国から市町村に移り、市町村に置かれる福祉事務所がその中心とな 。資金も捨て子の養育など一部を例外とし 、基本的には国庫からの支出ではなく、施療院の財産からの収入 、個人の寄付、娯楽興業に伴う救貧税が基礎 されるようになる。ここで、国の責任 おいて全国一律の平等で過不足のい扶助を行うという革命初期からの扶助制度 構想は大きくその性格を変え になった。
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六二
ま
　
と
　
め
　
立憲議会以来熱心な議論が続けられてきた扶助制度については、
ようやく国民公会の下で立法化された。
アンシャ
ン?レジームの施療院中心で、個人の施しを基にした体制では、扶助が不足したり、あるいは逆に過剰になったりするうえに、過剰な扶助はかえって怠惰を招き、国全体の生産力を低下させると批判され、怠惰を招かない形で、なおかつ扶助が不足することがないよう、また全国平等 扶助が行われるように、国全体で一元的に管理することが目指された。扶助を受け 権利 基本的な人権としてとらえられ、立憲議会の時期より?生存の糧への権利?が主張され、こ は一七九三年人権宣言で人権宣言の中に取り入れられた。　
国民公会は、人権宣言に先立って公的扶助制度の基本法的な一七九三年三月一九日の公的扶助制度の全般的基礎
に関するデクレを定め、
その後、
より具体的な制度として九三年六月二八日には子供と老人の扶助に関するデクレ、
共和暦二年葡萄月二四日?一七九三年一〇月一五日?に物乞い撲滅に関するデクレ、さらに共和暦二年花月二二日?一七九四年五月一日?に農村居住者の扶助に関するデクレが定められる。この三つ デクレ よって、働くことができない老人や子供、女性 たいする のあり方を決めると同時に、働くこ できる貧者への仕事の提供、働く意思の 者の処罰のあり方が定められていった。こうした扶助は基本的 在宅で行わ 、一定の資格者にあらかじめ定められた金額が支給される。その めに必要な資金は国が負担し、国全体での平等 過不足のないが目指された。　
国民公会の時期に立法化が進んだのは、や りこの時期、実質的な平等を目指した施策が取られていることと無
関係ではあるまい。一七九三年三月一九日法制定の前日にはいわゆる農地法禁止のデクレが定められ 所有秩序を
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尊重することが確認されたが、その一方で、扶助制度、累進課税、共有地分割や国有財産の売却策など、いわゆる社会政策的な政策の必要性も訴えられた。この日に論じられた制度がすべて実現したわけではないが、こうした社会政策的な施策が、サン?キュロットの圧力の下 展開していっ のが国民公会の時期であり、扶助制度の立法化は、国有財産の売却策や最高価格令の展開とも絡み合いながら進められていった。　
革命期の生存の基盤としては、まず所有が考えられ、国有財産の売却をこうした土地所有者の増加につなげよう
という配慮が一つの流れとしてはあった。最高価格令は、財産を持たない者でも働くことによって賃金を得、賃金と生活必需品の価格のバランスを強制的にでも確保するための施策でもある。こうした財産や自らの労働によって生きてゆけない者を、基本 には現金を支給することで援助し、また働くことができる者には 仕事を提供することで援助しようと う が扶助制度の基本であり、土地配分策や価格統制 あり方とも連動 な ら扶助制度についての議論が続けられ、立法化がされていった。　
この時期、ロベスピエールやサン?ジュストなど権力を握ったモンターニュ派の中心人物もさまざまな機会に発
言しているが、しかしなが 、たとえばロベスピエールの生存権論は、政治的にこうした政策を推進する挑発的な意味はあったにせよ、公的扶助制度の実質を形成するには、内容的に 抽象的で、議会の議論の本流からは離れていた。サン?ジュストの風月デクレは 貧者に革命 敵 土地 配分 という、見ようによっては一七九三年三月の農地法禁止のデクレ 枠を超えるのではないかとも見え 内容 持っている。これは 花月二二 デクレ制定の際にも言及されるが、これが扶助制度の内容に大きな影響を与えているわけではな 。公的扶助 関する諸々の法制定の際には、非常に政治的な議論が総論的は部分で展開されるが、それが制度の詳細にまで大きな影響 与えているわけではなく 国民公会の時期に定められた扶助制度の基本的な構想 立憲議会の救貧委員会以来の枠内でとらえることができる。
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公的扶助に関して、
実際に制定された法は四法であるが、
実は革命期の扶助制度はこれで完成したわけではなかっ
た。花月二二日デクレ制定の際には、この農村居住者に関するデクレとは別に都市居住者に関する扶助制度に関する法が予定されていることにも言及されている。しかし、花月二二日デクレの後、予告されていた都市居住者に関する法律はついに制定されないまま、本来 扶助制度が完成してから国有化されるはずであった施療院財産を国有化する収穫月二三日法が められた。しかし、この収穫月二三日法は、本来の構想から言えば、この時点で定められてはならなかったものであった。　
一七八九年一一月に教会財産が国有化されて後も、救貧や教育に携わる施設の財産については国有化の例外とさ
れてきた。この点は、九三年三 法でも確認され、施療院の財産については 扶助制度の完成を待って国有化することになっていた。革命の扶助制度の構想では、在宅扶助が基本となっており、施療院による扶助は、例外的なものでしかなか が、新しい扶助制度が未完成のうちは、これまで救貧活動の中心となってきた施療院が 救貧活動を続けていく必要があった。新しい扶助制度に関す 議論では例外的な役割しか持たない施療院は、しかし革命が始まって以後も実質的には扶助の重要な役割を果たし続けてきた その活動の基礎として自分の持っている財産からの収入が大きな部分を占めてきたのである。その めに、教会財産の国有化以後も施療院に関してはそ 例外とされてきたし、施療院財産 国有化する は、新しい扶助制度が完成した後とされた である。 は、革命期の扶助制度 なか は議論の中心とはならなかっ が、実際には大きな役割を果たし た である。　
しかし、おそらくは財政的な考慮から、制度が完成しないうちに、施療院財産の国有化が行われた。施療院の財
産が、扶助制度の完成前に前倒し て国有化されれば、そ 活動に必要な資金が国庫 よって十分に手当されなければ、救貧制度の実質に大きなダメージを与えることに 。収穫月二三日法の めに施療院 活動が大きな支障を来したという厳しい批判がさまざまな方面からなさ 、さらに テルミドールのクーデタという政変とも相まっ
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て、批判は政府内からも生じてくるようになる。テルミドールのクーデタ以後、収穫月二三日法の執行はまもなく停止されるが、
収穫月二三日法に対する批判は、
扶助制度のあり方を根本から変えるきっかけとなった。
これ以降、
まず国が扶助に責任を負うという考え方が、財政的に不可能であるという点から批判され、これとともに?扶助の権利?という考え方も主張されなくなる。そして総裁政府の時期には、テルミドリアンの国民公会ではまだ依然として維持されていた在宅扶助とい 立憲議会以来の原則もなし崩しに変わって った。　
総裁政府のもとでは、収穫月二三日法を廃止する法律が定められ、施療院が扶助で一定の役割を負っていくこと
が確認される。一方で各市町村に福祉事務所が設置され、救貧税や個人の寄付を財源として在宅扶助に当たるという体制が作ら てゆく。ここでは、施療院がそれぞれの施設毎に独立して活動するのではなく、市町村の管理下に置かれたのは、アンシャン?レジームとは異なる大きな?革命?となった。こ 後在宅扶助も続い ゆくが、救貧税なども施療院の財源となるなど、その位置づけは低下してゆき、在宅扶助を基本とする革命期の構想は消えてゆく。そしてなによりも革命期に理想 され 国が の責任を負い全国一律に過不足のない扶助を提供するという構想は捨てられ、 や在宅扶助を市町村毎に管理してゆく市町村を中心に た?公的?扶助制度が作られ ゆく。　
公的扶助制度については革命の初期から議論され、実際に国民公会の下で制定された立法も、立憲議会以来の議
論を現実化してゆくものであり、具体的な制度の構想は立憲議会からの議論の延長線上で らえることができ 。九三年に山岳派が政権を取ったことがこうした扶助制度の立法化を推進したということは言えるかもしれ いが、生存権といった考え方や公的な扶助制度についての構想は九三年に山岳派の下で初めて現れてきた ではなく、革命当初からのものである。公的扶助制度については、革命当初からの構想が、国民公会の下で実現しかかったが、これがテルミドール クーデタ以後、施療院財産の国有化 失敗 きっかけ そ 性格を大き 変え ゆく。
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六六
　
実際に制度化された公的扶助制度は、働くことができる者には仕事を提供する一方で、働くことができない貧者
に対しては一定額を支給するという現代から見れば比較的単純なものである。また、年金や保険といった手段は、コンドルセの議論には一部現れているが、これは現実にはほとんど影響を及ぼしていない。とはいえ、こうした公的扶助制度が議論され、曲がりなりにもそれを実現しようとしたことは、フランス革命のひとつの側面として注目に値することではないだろうか。革命期 は、実際には実 しなかったが、コンドルセらを中心に公教育についも熱心に議論されていたこともよく知られている。一般 社会権と呼ばれる生存権や教育権に類似した権利がフランス革命の中でも大きな問題となっていたということは確認できる。こうしたことは、フランス革命が実現しようとした国家は、必ずしも単純な自由主義的な国家ではなかったということをも表している。　
しかし、仕事の提供といってもこれは必ずしもリアンクールらが一方で強調するような過不足のない形での提供
がなされているわけではない 、このこと 立法のプロセスで 立法者自ら認めているこ でもある。一方で経済的自由主義を推進し、一方で貧者に労働を保障するということは二律背反でもある。救貧委員会以来 失業者に対する仕事の提供は、基本的には全体的な経済政策によ 雇用を創出す ということが考えられており 失業者に個別具体 に仕事を保障するということまでは主張されていな が始ま て以後、すぐに国内経済は自由化され、また一七九一年のアラルド法とル?シャプリエ法はギルドを解体し、労働市場もまた自由化した。この状況下で、失業者に対して確実に仕事を提供すると うことは不可能である。働くことができる者に 仕事 、働くとができない者には扶助をという基本的な部分が具体的に保障できないのでは、 実 扶助制度を動かし ゆくとは困難 ある。　
国民公会の下でも、失業者に対する仕事を個別具体的に保障しているわけではないが、この時期、最高価格令な
ど経済統制を強めていったことは、扶助制度の実現に対して、必ずしも論理的 はつ がらなくとも、親和的な政
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六七
策
で
あ
っ
た
と
は
言
え
る。だ
が、こ
の
時
期
は、国
民
公
会
に
権
力
が
集
中
し、シ
ェ
イ
エ
ー
ス
が
公
的
な
も
の
に
関
わ
る
国
家
ré-publique
に
対
し
て、私
的
な
領
域
も
含
め
て
全
体
に
関
わ
る
国
家
ré-totale
と
呼
ん
で
批
判
す
る
こ
と
に
な
る、ほ
と
ん
ど
無
制限な政治権力が展開された時期でもあ
る
?32
?
。扶助制度が、私的領域にまで関わらざるを得ない制度であることを考
えれば、
ré-totale
であったこともまた扶助制度の実現には親和的であったのかもしれない。
国家が個人の安全を確
実に保障しようとすると、巨大なレヴァイアサンの出現を招いてしまう。しかし、社会契約の論理から見れば、個人の安全を保障する いうことは国家の基本的な役割であり、生きるとい ことが守られなければ、安全を保障するというのも無意味である。フランス革命は、自由の保障と生命?安全の保障を両立させようとした試みとして貴重な実験でもあったのではないだろうか。
???
　
この報告は、
A
rchives nationales F
15 444 に保管されているが、
G
uy T
H
U
IL
L
IE
R
によって
M
O
N
L
IN
O
T
の手になるもの
と
し
て
公
刊
さ
れ
て
い
る
も
の
を
参
照
で
き
る
。G
uy T
H
U
IL
L
IE
R
, U
n observateur des m
isères sociales : L
eclerc de M
onlinot (1732-
1801), A
ssociation pour l’étude de l’histoire de la sécurité sociale, P
aris, 2001, pp. 371-379.
???
　
“R
apport sur le travail de la 2e division de la com
m
ission des secours publics (D
ernière décade de T
herm
idor), ”
in 
T
H
U
IL
L
IE
R
, op. cit., pp. 371-372. 同じような評価は、
“R
apport sur l’état actuel de la 1
er section de la 2
e division (27 
fructidor), ”
in T
H
U
IL
L
IE
R
, op. cit., p. 379 にも見られる。
???
　
“R
apport sur le travail de la 2
e division, 1
er section, pendant la 1
er décade de fructidor, ”
in T
H
U
IL
L
IE
R
, op. cit., p. 374 ; 
“R
apport sur l’état actuel de la 1
er section de la 2
e division (27 fructidor), ”
in T
H
U
IL
L
IE
R
, op. cit., p. 377.
???
　
“U
n rapport au com
ité des secours, ”
in T
H
U
IL
L
IE
R
, op. cit., pp. 381-383.
???
　
“H
ospices civils, ”
in T
H
U
IL
L
IE
R
, op. cit., pp. 385-387.
???
　
この報告書のひな形等については、
T
H
U
IL
L
IE
R
, op. cit., pp. 397-410.
???
　
“R
apport, ”
in T
H
U
IL
L
IE
R
, op. cit., pp. 389-391.
???
　
この報告と、
報告に関する簡単な解説も
“L
e rapport D
elecroy sur la détresse des H
ôpitaux, ”
in T
H
U
IL
L
IE
R
, op. cit., pp. 
413-421 を参照。
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???
　
“9 fructidor an 3 (26 août 1795) - D
écret qui sursoit à la vente des biens des hospices et autres établissem
ens de 
bienfaisance, ”
in D
U
V
E
R
G
IE
R
, C
ollection com
plete des lois, décrets, ordonnances, règlem
ents, avis du C
onseil-d’É
tat, 
P
aris, t. 8, 1835, p. 304. 本文では、
D
uvergier
の法令集の文言に従って訳しておいたが、
Journal des débat et des décrets, 
no. 1066 (A
rchives départem
entales B
as-R
hin 1L
 424)
では、
?あるメンバー?
の部分が、
?メンバー、
デルクロワ?
となって
おり、デルクロワの発議によってこの決定がなされたことが示されている。
?
10?　
R
apport 
sur 
l’organisation 
générale 
des 
secours 
public 
par 
D
E
L
E
D
R
O
Y
, 
R
eprésentant 
du 
peuple, 
député 
par 
le 
départem
ent de la Som
m
e, Séance 12
 vendém
iaire an IV
, im
prim
erie nationale, vendém
iaire an IV
 (1795), この報告は、
T
H
U
IL
L
IE
R
, op. cit., pp. 425-463 に掲載されている。
以下引用は
T
H
IL
L
IE
R
, op. cit.
掲載のテキストから行う。
本文で引
用した部分は、
p. 426.
?
11?　
R
apport sur l’organisation générale des secours public par D
E
L
E
D
R
O
Y
, in T
H
U
IL
L
IE
R
, op. cit., p. 428.
?
12?　
Ibid., pp. 428-429.
?
13?　
Ibid., p. 429.
?
14?　
Ibid., pp. 430-431.
?
15?　
Ibid., pp. 435-463.
?
16?　
Ibid., p. 432.
?
17?　
アンベールは、
このデルクロワの報告について
?福祉の領域におけるこれまでの同僚がおこなってきたことに対して厳しく
判断している。
おそらく、
その判断はあまりにも厳しすぎたために、
デルクロワの演説については、
その後何もされなかった?
としている
?
Jean IM
B
E
R
T
, L
e droit hospitalier de la R
évolution et de l’E
m
pire, Sirey, 1954, p. 93 ?。
確かに原理的な面で
の転換はあり、
デルクロワの示した構想は、
そのままでは実現してはいないが、
国が全面的な責任を負うのではなく、
地方に
一定の役割を持たせることや、
国庫以外の財源を利用して、
在宅扶助を行うというといった点は、
この後の革命期の扶助制度
の基本を構成してゆく。
このデルクロワの演説からは具体的な成果は出ていないが、
このすぐ後の葡萄月二日の法から総裁政
府下の扶助制度の基本構想を示したものとしてこの報告を読むことはできる ではないだろうか。
?
18?　
R
apport et projet de décret sur la proposition de rendre aux hôpitaux et autres établissem
ents de bienfaisance les revenus des 
biens qu’ils possédoient avant la loi du 23
 m
essidor, an 2, par Joseph Z
angiacom
i, P
aris, brum
aire an 4 (1795).
この報告に
明確な日付がないが、
報告の最後に掲載されている草案は、
共和歴四年霧月二日
?一七九五年一〇月二四日?
のデクレとほぼ
同
じ
も
の
で
あ
る。印
刷
日
付
も
共
和
歴
四
年
霧
月
と
な
っ
て
い
る。
Journal 
des 
débat 
et 
des 
décret, 
no. 
1131 
(A
rchives 
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六九
départem
entales B
as-R
hin 1L
 426) によれば、同じ報告が
 3 B
rum
aire an 4 に採択されている。
D
uvergier
の法令集など、こ
のデクレについては、
2 B
rum
aire an 4 という日付で議論されていることが多く、ここでもとりあえずは二日という日付で論
じておく。
?
19?　
Ibid., p. 2.
?
20?　
Ibid..
?
21?　
Ibid., pp. 2-3.
?
22?　
Ibid., pp. 3-4.
?
23?　
Ibid., pp. 4-5.
?
24?　
“2 brum
aire an 4 (24 octobre 1795) - D
écret qui suspend celui du 23 m
essidor an 2, eu ce qui concerne l’adm
inistration et 
la perception des revenus des etablissm
ens de bienfaisance, ”
in D
U
V
E
R
G
IE
R
, C
ollection op. cit., t. 8, p. 420.
?
25?　
“16 vendém
iaire an 5 (7 octobre 1796) - L
oi qui conserve les hospices civils dans la jouissance de leurs biens, et règle la 
m
anière sont ils seront adm
inistrés, ”
in D
U
V
E
R
G
IE
R
, op. cit., t. 9, p. 223-224.
?
26?　
“7 frim
aire an 5 (27 novem
bre 1796) - L
oi qui ordonne la perception pendant six m
ois, au profit des indigens, d’un décim
e 
par franc en sus du prix des billets d’entrée dans tous les spectacles, ”
in D
U
V
E
R
G
IE
R
, op. cit., t. 9, pp. 272-273.
?
27?　
“27 frim
aire an 5 (17 décem
bre 1796) - L
oi relative aux enfans abandonnés, ”
in D
U
V
E
R
G
IE
R
, op. cit., t. 9, p. 280.
?
28?　
総
裁
政
府
期
の
施
療
院
に
つ
い
て
は、本
稿?フ
ラ
ン
ス
革
命
期
の
公
的
扶
助
制
度
の
形
成
?
民
公
会
期
を
中
心
に?一?
?注
一?
?岡
山
大学法学会雑誌?六〇巻三号?であげた文献のほか、とくに
IM
B
E
R
T
, L
e droit hospitalier de la R
évolution et l’E
m
pire op. 
cit., 
ch. 
IV
、また総裁政府期以降二〇世紀半ばまでの施療院?病院をめぐる法的構造については、
Jean 
IM
B
E
R
T
 
(dir.), 
H
istoire des hôpitaux en F
rance, P
rivat, 1982, ch. 10 も参照。
?
29?　
Instruction pour les adm
inistrations centrales de départem
ent sur l’exécution de la loi 16
 vendém
iaire an 5
e relative à 
l’adm
inistration des H
ospice civils, prairial an V
, p. 1 (A
rchives départem
entales B
as-R
hin, 1L
 1585).
?
30?　
Ibid., pp. 1-2.
?
31?　
IM
B
E
R
T
, H
istoire des hôpitaux op. cit., p. 294.
?
32?　
L
es discours de Sieyès dans les débats constitutionnels de l’an III (2 et 18 therm
idor), éd. P
aul B
astid, P
aris, H
achette, 
1939, p. 18.
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